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原油・資源価格下落の新興国株式への影響は？ 

エネルギーや素材など関連業種の低迷は懸念材料ですが、消費関連業種が新興国
株式をけん引しそうです。 

新興国 

新興国株式の動向 

【新興国株式および同業種別リターンの推移】 

（注）データは2004年12月末～2014年12月末。2004年12月末を100として指数化。セクター名の下の数値は2014年12月末の指数値。 
   MSCIエマージング・マーケット・インデックスおよび同業種別指数（配当込み、米ドルベース）を使用。 
（出所）FactSetのデータを基に三井住友アセットマネジメント作成 

■エネルギー、素材は、世界景気の拡大やエネル
ギー価格上昇などの影響を受けて上昇しました
が、その後は伸び悩みました。足元では原油・資
源価格の下落を受けて、軟調な展開となってい
ます。 

■生活必需品などの消費関連業種は、新興国の
内需拡大を背景に上昇し、新興国株式の上昇を
けん引しました。足元でも比較的安定した値動き
となっています。 


